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小１プロブレムに対応する就学前教育と
小学校教育の連携に関する基礎的研究

大前　暁政

要　　旨

幼児期と学童期における子どもの成長は本来連続的であり、幼児期の教育と小学校の教育
は連続しなければならないものである。ところが、就学前教育と小学校教育との連続性に問
題があり、小学校１年生の学級が荒れ、子どもが学校生活に不適応を起こす現象が問題視さ
れてきた。小１プロブレムが問題となってから、様々な連携のための取り組みが行われてき
たが、依然として、小学校教育への適応に困難さが見られることがある。

そこで、現代的な小１プロブレムの課題に対応するために、特に小学校教師を対象にし
て、小学校１年生教師が抱える困難さと、自立を視点とした連携の難しさを調査をした。

その結果、就学前教育の方針の違いや、家庭教育の不足などから、小学校１年生段階での
教育が難しくなっていることが明らかとなった。また、自立をどの程度まで就学前に教え、
その成果をどう小学校で生かすのかが、それぞれの学校園で共有されていないがために、小
学校１年生の自立をうまく支援できていない実態が見えてきた。

今後、就学前教育と小学校教育との連携を、「自立」を視点としてデザインしていく必要
があることと、家庭教育の不足の問題に、どのようにアプローチしていけばよいのかの調
査・研究が必要になってくると考えられる。
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１　研究の背景
幼児期と学童期における子どもの成長は本来

連続的であり、幼稚園や保育所の教育と、小学
校の教育は連続しなければならないものである。
教育基本法第六条の２では、「前項の学校にお
いては、教育の目標が達成されるよう、教育を
受ける者の心身の発達に応じて、体系的な教育
が組織的に行われなければならない。」として
いる1）。

ところが、就学前教育と小学校教育との連続
性に問題があり、小学校１年生の学級が荒れ、
子どもが学校生活に不適応を起こす現象が問題
視されてきた。いわゆる小１プロブレムと呼ば

れる小学校１年生の荒れの問題である。2011年
に行われた東京都の調査では19％以上の学校で
小１プロブレムの状態が見られることが明らか
となった2）。文部科学省は、「幼児期の教育と小
学校以降の教育との間に必要以上の段差や相互
理解の不足が見られるのが現状である。」とし、
就学前教育と小学校教育幼児期の教育との連携
を呼びかけている3）。また、文部科学省中央教
育審議会答申「子どもを取り巻く環境の変化を
踏まえた今後の幼稚園教育の在り方について」

（2005年）においても、今後の幼児教育のあり
方として、「幼児の生活の連続性及び発達や学
びの連続性を踏まえた幼児教育の充実」が挙げ
られれている4）。

文部科学省が平成21年11月に行った調査では、京都文教大学 臨床心理学部 教育福祉心理学科 准教授
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「幼稚園と小学校における教育が接続する事は
重要であると思うか」という問いに対し、全て
の都道府県が「はい」と回答しており、市町村（政
令指定都市・中核都市を含む）においても、99
％が「はい」と回答している5）。ところが、「教
育課程上の接続のための取り組みを行っている
か」というアンケート調査に関して、「教育課
程編成のモデル・手法等を示していますか」の
質問項目では、都道府県の77％が「いいえ」と
回答し、「接続のために取り組みが行われてい
ますか」の質問項目では、市町村（政令都市、
中核都市を含む）の80％が「いいえ」と回答し
ている現状がある。教育課程上の接続のための
取り組みが行われていない理由として、「接続
関係を具体的にするのが難しい」と回答した市
町村（政令都市、中核都市を含む）の割合が52
％と最も高く、次いで「幼稚園教育と小学校教
育の違いが十分理解されていない」が34％とな
っている。

幼稚園教育要領解説には、幼稚園での生活と
小学校での時間割に基づいた生活とは、生活状
況や教育方法が異なるとしながら、生活の変化
に子どもがきちんと適応できるようにしていく
ことが大切だとし、「子どもは小学校入学と同
時に突然違った存在になるのではなく、子ども
の発達と学びは連続していることから、幼稚園
教育と小学校教育の円滑な接続のため、連携を
図るようにすることが大切である。」と指摘し
ている6）。さらに、教員の理解も大切だとし、「子
どもの発達と学びの連続性を確保するためには、
幼稚園、小学校の教師が共に幼児期から児童期
への発達の流れを理解することが大切である。」
としている7）。
「就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律」（2006）により、
幼保総合施設である「認定子ども園」が構想さ
れ認定されるようになった8）。「認定子ども園」
は、幼稚園の教育機能と保育所の保育機能を併
せもつ幼稚園、保育所に次ぐ第三の保育施設と
されている。

就学前教育と小学校教育との連携をどのよう
に行っていくかは、今後ますます重要になって
きていると言える。

２　研究の目的
小１プロブレムが問題となってから、年月が

経ち、現場はますます問題を抱えるようになっ
てきている。例えば、特別支援を必要とする児
童への対応や、生活習慣が身についていない子
どもへの対応、家庭環境が不安定な子どもに対
する対応など、現場は様々な問題が発生してお
り、以前と比べて小学校１年生の実態にも変化
が出てきていることが指摘されている9）。

このような現代的な課題を視点としながら、
改めてどのような問題が就学前教育と小学校教
育の連続性にあるのかを、分析することが必要
になってきている。

また、小１プロブレムが問題としてクローズ
アップされてから、それが契機となり、就学前
教育と小学校教育との連携が叫ばれるようにな
ったものの、先のアンケートに示した通り連携
が十分でない現状がある。その一つの原因とし
て、上野（2007）は、「小１プロブレムを契機
にして小学校から幼児教育への批判や養成がな
されたものの、実際のところ、小学校側が幼児
教育実践を理解しようとする傾向は十分ではな
い」とし、「幼児教育実践を見たことがない低
学年担当教師が多い」ことで、「小学校では、幼
児期に子どもが身につけてきた力とは関係なく、
学習を主導的活動とするゼロからの学校教育が
開始される」ことを問題視している10）。

他にも小学校における連携が不十分であると
の指摘をした調査研究があり、小学校教師の意
識や取り組みの不十分さを指摘している。例え
ば徳永（2009）は、小学校１年生担任への幼稚
園との連携をどの程度行っているかの調査を行
った結果、「１年生担任は、幼稚園との連携を
していると答えている人は比較的多いが活動や
指導の工夫をしている点では約半数になってい
る。形としては、連携していても指導の工夫、
改善までは、十分取り組めていない状況がある
と考えられる。」としている11）。

さらに、自立の面からも、就学前教育と小学
校教育とのスムーズな接続が求められている。
2006年に改正された教育基本法では、第五条の
２において、「義務教育として行われる普通教
育は、各個人の有する能力を伸ばしつつ社会に
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おいて自立的に生きる基礎を培い、また、国家
及び社会の形成者として必要とされる基本的な
資質を養うことを目的として行われるものとす
る。」と示されており、今後、義務教育において、
自立の資質を養うことはますます重要になって
いる12）。また、2010年の「幼児期の教育と小学
校教育の円滑な接続の在り方に関する調査研究
協力者会議」による報告では、幼児期（特に幼
児期の終わり）から児童期（低学年）にかけて
の教育において、「学びの自立」、「生活上の自
立」、「精神的な自立」の「三つの自立」を養う
ことが必要であることを示している13）。

保育園や幼稚園で、年長として自分のことは
自分でやるという習慣が身についていても、小
学校に入ると一から教えられる立場、受け身の
立場になっているという問題が見られる。義務
教育によって自立を支援するためには、就学前
教育の段階で培った自立の姿勢をくじかずに、
小学校１年生の段階でも生かすことが必要だと
考えられる。

これまでの研究では、就学前教育のあり方を
批判し、課題を明らかにした上で望ましい就学
前教育のあり方を考える研究や、小学校におけ
るカリキュラムを検討するといった形での研究
は多くなされてきているが、幼保小の連携が提
案され実践されている現在、小学校教師の実感
として現在どのような困難さが新しく指摘され
ているのかについての現代的課題の研究は多く
なく、研究の余地があると言える。さらに、小
学校教育の立場から、自立を視点として、就学
前教育における自立の程度と、小学校１年生の
段階における自立の程度を吟味し、自立の資質
を養う形での望ましい接続を考える研究は少な
いと言える。

そこで、本研究では、これまでの小１プロブ
レムの歴史的変遷を調査し、さらに小１プロブ
レムへの対応の実践を調べることで、小１プロ
ブレムに関する就学前教育と小学校教育との連
携を整理し直していく。さらに、現場の教師か
らの聞き取りにより、現代的な課題として、ど
のような新たな問題が学校現場で浮かび上がっ
ているのかを調査する。また、自立を視点とし
て、就学前教育と小学校教育の連携において、

自立を支援する教育連携がどの程度できている
かをも、アンケートをもとに調査していく。そ
れらをふまえて、小１プロブレムが起きず、し
かも子どもに自立の資質を養うことに対応した

「就学前教育と小学校教育との連携のあり方」に
ついて明らかにしていく。

３　小１プロブレムの実態と原因の変遷
3.1 小１プロブレムの発生と背景

小１プロブレムを含む就学前教育と小学校教
育との望ましい接続を考えるにあたり、そもそ
も小１プロブレムの原因は何か、そして実態は
どうなのかを分析する必要がある。

では、小１プロブレムの実態とはどのような
ものだろうか。

小１プロブレムが問題となる以前に、全国の
小学校における学級の荒れが問題として指摘さ
れるようになった。1990年代終わりに、小学生
の荒れの実態が少しずつ明らかになり、その流
れの中で、1998年に大阪府が、調査を行うこと
となった。大阪の市町村（大阪市以外）の学校
の学級崩壊の実態を調べた調査によると、小学
校全体の７％の学校で、学級が機能しない状況
が見られることが明らかとなった14）。この時代
に小学校での荒れが注目されることになったこ
とが、問題の発端としてとらえることがでえき
る。この時期に行われた文部科学省研究委嘱の
国立教育研究所（学級経営研究会）の調査報告

（2000）では、学級崩壊の定義を、「子どもが教
室内で勝手な行動をして教師の指導に従わず、
授業が成立しない学級の状態が一定以上継続し、
学級担任による通常の手法では問題解決ができ
ない状態に立至っている場合」とし、その背景
にある原因を、学級崩壊をした150の学級の状
態から分析している。それによれば、学級崩壊
の原因の第一は、「教師の学級経営が柔軟性を
欠いている（104学級）」、であり、第二が「授
業の内容と方法に不満をもつ子どもがいる（96
学級）」となっている。他にも、学級がうまく
機能しない事例の典型として、「就学前教育と
の連携・協力が不足している事例」が20事例示
されている15）。

さらに、小学校の学級の荒れが明らかになる
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につれ、小学校１年生の学級においても、今ま
でになかった荒れが見られるとして、小１プロ
ブレムが問題となり始めた16）。

同時期の研究として、小学校における学級崩
壊の低学年化への背景を考察したものがある。
川村（2001）は、個性を重視する環境で育てら
れた結果、きまりを守ることや、感情のコント
ロールが育っていない子どもたちが、小学校の
集団生活に戸惑いを感じた結果、学級が荒れて
いる現象が起きているとしている17）。

渡部（2004）は、幼小連携には、「カリキュラ
ム構造の原理的違いからくる段差の課題が存在
する」とし、小学校教員の養成と保育者養成が
別期間で行われている現状と、双方のカリキュ
ラムのあり方の根本的違いの理解が欠けている
問題点について指摘している18）。天田（2001）は、
異校種の教師間の交流を進め、幼保・小の段差
に気付くことや、子どもたちの抱える課題を見
直すことが大切であることを指摘している19）。

小１プロブレムを初期の頃に指摘した新保
（2001）は、小１プロブレムは、高学年の学級
崩壊とは実態が異なることを指摘し、小１プロ
ブレムの原因の背景として、「子どもたちを取
り巻く社会の変化」、「親の子育ての変化と孤立
化」、「変わってきた就学前教育と変わらない学
校教育の段差の拡大」、「自己完結して連携のな
い就学前教育と学校教育」を挙げている20）。

また、深田（2001）は、幼稚園と小学校の間
で教育システムが異なっており、入学した子ど
もが混乱を引き起こしていることを指摘しつつ、
新１年生に大きな負荷がかかっていることを示
している21）。

3.2 現在の小１プロブレムの実態と背景
学校現場における学級崩壊の割合の調査は、

1998年の大阪府の調査から始まり、他の都道府
県でも定期的に行われるようになった。最近の
調査では、例えば、2007年に横浜市において、
横浜市の「正常な学級活動ができない状態にな
った学級」についての調査が行われている。本
調査では、「正常な学級活動ができない状態に
なった学級」の調査上の定義として、「学級全
体が、一定期間以上、集団としての授業規律を

失い、正常な学習活動ができない状況にあった
ものとする（ただし、一部の児童の問題行動に
よる授業妨害や突発的なものは除く）」とし、全
体の21.6％の学校で、学級崩壊の状態が見られ
ることが報告されている22）。報告では、「各学年
にまんべんなく「正常な学級活動ができない状
態になった学級」が見られる。１～３年生まで
は、ほぼ一定であるが、４年生を境にして認知
数が上昇している。」としている。

さらに、「正常な学級活動ができない状態に
なった学級（93学級）」の主たる原因と従属す
る原因を挙げている。多かったものは、教師の
問題として、「指導力の不足（28学級）」、子ど
もの問題として、「規範意識が希薄（19学級）」、

「教師、学校への不信感（11学級）」であり、「主
たる原因では、93学級中、教師の問題が39学級、
子どもの問題が41学級と、この２つで全体の約
86％を占める。」としている。また、2011年12
月の岡山県教育委員会が調査した結果では、岡
山県の公立小中学校の10.6％の学校で、「子ども
たちが教室内で勝手な行動をし、学級が機能し
ない状態が一定期間続く」という学級の荒れが
見られることが報告されている23）。

最近の小１プロブレムの実態として、東京学
芸大学「小１プロブレム」研究推進プロジェク
ト（プロジェクト代表：大伴 潔）の研究成果報
告書では、全国の市区町村教育委員会（回答数：
1156）にアンケート調査を実施した結果を公表
している24）。本調査における小１プロブレムの
定義は、「入学したばかりの１年生で、集団行
動がとれない、授業中座っていられない、話を
聞かないなどの状態が数ヶ月継続する」とされ
ている。その調査によると、「授業中に立ち歩
く児童がいる」（930件）、続いて「学級全体で
の活動で各自が勝手に行動する」（881件）、「良
い姿勢を保てず、机に伏せたり、いすを揺らし
たりする児童が多い」（593件）、「教員の指示が
全体に行き届かない」（520件）、「自分の持ち物
を整理できない児童が多い」（194件）といった
ことが挙げられている。また、自由記述では、
小プロブレムの実態として、「学級における集
団形成が著しく困難である状況」や、「就学前
に身につけておくべき生活習慣が身についてお
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らず児童の身勝手な行動が教師の指導の範疇を
超えている様子」、「以前よりも児童とのコミュ
ニケーションが取りにくくなっている状況」、

「以前よりも教師の指示が通りにくくなってい
る状況」などが挙げられている。

また、本調査では、原因の聞き取りも行って
おり、原因を多い順に挙げると、「家庭におけ
るしつけが十分ではない（868回答）」、「児童に
自分をコントロールする力が身に付いていない

（779回答）」、「児童の自己中心的傾向が強いこ
と（603回答）」、「幼稚園・保育所が幼児を自由
にさせすぎる（154回答）」、「授業についてこら
れない児童がいる（92回答）」となっている。

東京都教育委員会が、全小学校を対象に2010
年度に行った調査では、こうした「第１学年児
童の不適応状況の発生時期」は、４月がもっと
も多い71.8パーセント、11月地点でも56.7パーセ
ントの学校が「（状況は）現在おさまっていない」
と回答していることが明らかとなった25）。

また、学校にストレスを感じる子どもがいる
問題も指摘されており、不登校の児童や、発達
障がいをもつ子が学校へ適応できないことなど
への一因となっていることが示されている。例
えば、菅野（2014）は、幼児期から学校期への
移行期間に、学校で子どもたちが体験するスト
レス源としての学校の側面として、「環境的側
面」、「活動的側面」、「心理的側面」の三つを挙げ、
ストレス源につまずくと、学校不適応になると
している26）。

和田（2013）は、「保小連携に関する調査研
究報告書」において、小１プロブレムが起きる
原因として、「家庭の課題」、「地域の課題」、「保
育所や幼稚園の課題」、「小学校教育の問題」を
挙げ、幼児を取り巻く状況の変化を指摘してい
る27）。寺田（2013）は、「保小連携に関する調査
研究報告書」において、保小連携の課題として、

「教育のねらい・目標」、「指導方法」、「領域と
教科」、『「個」と「集団」』、「環境構成」、「時間」、

「学習空間」が、就学前教育と小学校教育では
大きく異なることを挙げている28）。

４ 　小１プロブレム改善のための取り組みと実
践例

4. 1 小１プロブレム改善のための方針の歴史的
経緯
幼稚園と小学校との連携を重視する方針は、

文部科学省の答申の記述によって確認すること
ができる。例えば、1971年の教育課程審議会の

「幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育
課程の基準の改善について（答申）」では、「４、
５歳児から小学校の低学年の児童までを同じ教
育機関で一貫した教育を行うことによつて、幼
年期の教育効果を高めることをねらいとした先
導的試行に着手する必要があること。」とされ
ている29）。また、1987年の教育課程審議会（答申）

「幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育
課程の基準の改善について」では、「小学校低
学年に幼稚園との接続を考慮した生活科を新
設」する方針が示され、平成４年から実施され
ることとなった30）。1998年の中央教育審議会に
おける『「新しい時代を拓く心を育てるために」
- 次世代を育てる心を失う危機 -（答申）』では、「幼
稚園・保育所から小学校への接続が円滑に行わ
れるようにするため、情報提供の充実や教育内
容の一層の連携が求められる。」とされ、「こう
した教育内容・方法についての連携を進めてい
くためには、教員や保育者相互の交流や共同の
研修の機会を増やし、相互の理解を深め、具体
的な改善の方途を共に考えることが必要であ
る。」としている31）。1998年の教育課程審議会に
おける「幼稚園、小学校、中学校、高等学校、
盲学校、聾学校及び養護学校の教育課程の基準
の改善について（答申）」では、「幼稚園におい
ては、幼児の遊びを中心とした楽しい集団生活
の中で、豊かな体験を得させ、好奇心をはぐく
み、健康な体と心を育て、幼児期にふさわしい
道徳性の芽生えを培うなどの教育を通して、小
学校以降の生活や学習の基盤を養う必要がある
と考える。」としている32）。2000年の中央教育審
議会における「少子化と教育について（報告）」
では、幼児期における教育が「小学校段階以降
の生活や学習の基盤の育成につながることにも
配慮し、幼児期にふさわしい生活を通して、基
本的生活習慣の形成・定着、道徳性の芽生え、
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創造的な思考や主体的な生活態度の基礎などを
育てること」が重要だとしている33）。

幼稚園教育要領には、1998年の改訂時に、小
学校との連携について記載がなされた上、就学
前教育と小学校教育との連携に関して、小学校
学習指導要領や保育所保育指針においても、記
述されるようになった。さらに、学校教育法施
行規則によって、幼稚園指導要録を、進学先の
校長に送付する義務が課せられている。

このように、文部科学省の答申などから、小
１プロブレムが起きないようにするための、就
学前教育と小学校教育との連携について特に重
視する考えが示されていることが分かる。

それにも関わらず、小１プロブレムは依然と
して問題となっている。

幼稚園教育要領解説には、小学校との接続に
関する記述が見られ、指導計画の作成に当たっ
ての留意事項の１、一般的な留意事項において、

「（９）幼稚園においては、幼稚園教育が、小学
校以降の生活や学習の基盤の育成につながるこ
とに配慮し、幼児期にふさわしい生活を通して、
創造的な思考や主体的な生活態度などの基礎を
培うようにすること。」とし、さらに２の特に
留意する事項として、「幼稚園教育と小学校教
育との円滑な接続のため、幼児と児童の交流の
機会を設けたり、小学校の教師との意見交換や
合同の研究の機会を設けたりするなど、連携を
図るようにすること。」としている34）。

そして、小学校との接続がスムーズにいくよ
うにするための具体的手立てとして、「例えば、
幼児と児童の交流、小学校の教師との意見交換
や合同の研究などが挙げられる。」としている。

保育所も同様であり、保育所保育指針には、
小学校との連携として「子どもの生活や発達の
連続性を踏まえ、保育の内容の工夫を図るとと
もに、就学に向けて、保育所の子どもと小学校
の 児童との交流、職員同士の交流、情報共有や
相互理解など小学校との積極的な連携を図るよ
う配慮すること。」としている35）。

4.2 小１プロブレム改善のための実践例と変遷
小１プロブレムが問題として表面化した時代

に行われた実践として、小学校１年生における

授業の工夫がある。例えば、小林（2002）は、
幼稚園教育から小学校教育への連続と発展を目
的とした「生活科」のあり方を提起している36）。
また、冨田（2004）は、数の学習において、「繰
り返しの学習」や、「学習を子ども達の発言か
ら取り上げて進めていく」ことなどの工夫を取
り入れることで、無理なく意欲的に学習できた
ことを報告している37）。このような指導法の工
夫によって、無理なく接続を図っていこうとす
る実践は今も数多く発表されている。

授業以外では、生活習慣を育成するプログラ
ムの開発などが行われている。例えば、北・藤
原（2012）は、小学校１年生を対象として、基
本的生活習慣形成のための養護教諭による支援
プログラムを開発し、その効果を報告している38）。

また、根本的な連携システムを変えることに
よって改善を図っていこうとする取り組みも見
られる。

平成18,19年度には、岐阜県、奈良県などの各
県で、幼児期の教育と小学校以降の教育との適
切な接続の在り方を探るための研究が、文部科
学省初等中等教育局幼児教育課の調査事業とし
て行われた39）。

例えば岐阜県では、研究テーマを「つなぐ・
つながる教育で、子どもたちの心と学びをつな
げる」として、「1. 教員、保育士相互の教育内容
等の理解推進及び連携の在り方」、「2.「共に育
ち合う」幼児・児童の交流活動の在り方」、「3.
接続時期のカリキュラムの連携・策定の在り
方」、「4. 就学前教育施設と小学校、家庭との連
携等」の四つの観点から、就学前教育と小学校
教育の連携における調査研究を進め、成果を発
表している。

菅野（2014）は、学校にストレスを感じる子
どもへの対応として、「心理・環境的原因」と、「発
達・障害的原因」の二つに注目し、子どもの不
適応行動の背景を十分把握した上で対応すべき
だと提案している40）。

和田（2013）は、「保小連携に関する調査研
究報告書」の中で、保育所において「アプロー
チカリキュラム」、小学校においては「スター
トカリキュラム」を準備することを提案してい
る。そして、保育所や幼稚園年長後半の指導計
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画において、小学校の学習や生活に無理なく適
応できるよう指導計画を立て、小学校１年生の
入学当初に、入学生が無理なく適応できるよう
な指導計画を用意することが、「学校生活への
適応力」や、「人とかかわる力」、「学ぶ力・学
びの芽」を育てることになるとしている41）。そ
して、さらに、スタートカリキュラムの実施し
た小学校において、入学生が無理なく学校生活
に適応できたことを報告している42）。

寺田（2013）は、「保小連携に関する調査研
究報告書」の中で、保小連携における取り組み
として、「子ども同士の交流」、「保育士と小学
校教職員の交流」、「保護者対応の取り組み」、「地
方自治体の役割」、「接続期のカリキュラム作成」
を挙げている43）。

高木（2013）は、首都圏の小学校で行われて
いる小１プロブレム対策として、「仮クラスで
の児童観察に基づいた本クラスの編成」、「学年
担任のチームティーチング」、「保護者サポ－タ
ーの起用」、「仮クラス時期の学年朝会とよみき
かせの日課」を挙げており、成果を収めている
ことを報告している44）。

お茶の水大学附属小では、接続前期「５歳児
10月～３月」、接続中期「小学校入学～」、接続
後期「～小学校１年７月」までの三つの接続期
でそれぞれのねらいを定め、「からだ、もの、こ
とば、なかま」の４つのカテゴリーにおける子
どもたちの不安や期待などに応える教育を推進
している45）。

東京都品川区では、「ジョイント期カリキュ
ラム」を作成し、５歳児10月～小学校１年１学
期までの特別なカリキュラムでの教育を行って
いる46,47）。横浜市でも、小学校入学前後の接続
が重視され、就学前教育と小学校教育をつなぐ
カリキュラムが作成されている48）。

文部科学省・厚生労働省の「保育所や幼稚園
等と小学校における連携事例集」（2009）では、「教
職員の交流」事例として、栃木県では、「幼・保・
小教職員相互職場体験研修」が行われているこ
とや、大津市では「幼児教育ゼミナール」が行
われていること、「課程編成・指導方法の工夫」
として、山口県では指導資料「つながる子ども
の育ち」がつくられ、指導体制づくりが行われ

ていること、「その他」の事例として、例えば松
本市では、「幼保小の連携についての実態調査」
が行われていることなどが示されている49）。

５ 　現代の学校現場における小学校教師が感じ
る小１プロブレムの実態
現場の小学校教師が、小学校１年生の担任と

してどのような困難さを感じているかを調査す
るため、小学校１年生の担任にアンケート調査
を行った。

アンケート実施時期は2014年８月、アンケー
ト対象者は、他の学年も受けもったことのある
小学校１年生担任をランダムに抽出して行い、
40名から回答を得た。他の学年を受けもったこ
とのある担任としたのは、小学校における他の
学年と１年生との担任ではどんなことに困難さ
の違いがあるのかを尋ねるためである。アンケ
ート項目は二つあり、その一つ目は、「小学校１
年生担任する上で、他の学年と比べて困難なこ
とはありますか。」である。なお記述は、自由記
述であり、アンケート回答者が特に問題意識を
もっているものだけに回答してもらったため、
アンケートの回答数と回答人数は異なっている。

以下、アンケートの結果で、主な回答を示し
ていく。

・  様々な幼稚園、保育園から集まってきた子
どもたちが一つの学級に集まるので、集団
づくりを進める上でも、授業づくりを進め
る上でも、集団をまとめるのが大変であ
る。幼稚園と保育園の違いや、そこでどの
ようなことをどのように教えているのか
について、小学校教員は詳しく知っておく
必要がある。

・  小学校では、何時間も学習をすることが必
要であり、子どもたちはそれに慣れていな
いため、ノートを書くことや、座り続ける
ことに慣れるのに時間がかかる子がいる。

・  準備をしっかりとしておけば、混乱はない。
初めてのことは、丁寧に手順を説明する、赤
ちゃん扱いはしない、個別に支援が必要な
子には手厚く支援するなどの工夫があれば、
それなりに子どもたちは学校に適応できる。
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・  個人を尊重する教育が行われている幼稚
園、保育園が多く、反面、わがままを言う
のが当たり前になっている子もいて、小学
校では集団生活のルールを一つ一つ確認
して教えなくてはならなくなる。

・  １年生では、型を教えることを前期にして
おけば、後期は子どもに少しずつ任せるこ
とでクラスづくりを行うこともできる。

なお、上に示した回答は、全ての回答を示す
のではなく、同様な回答は主なもの一つに絞っ
て紹介し、できるだけ多様な回答を紹介するよ
うに配慮した。

６ 　自立を視点とした小学校教師の小１プロブ
レムの実態
小１プロブレムの現代の実態を調べるために

行ったアンケート項目の二つ目は、「小学校１
年生の入学段階で、子どもの自立はどの程度養
われていますか。」であり、自由回答方式で回
答を求めた。このアンケート項目は、2010年の
幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り
方に関する調査研究協力者会議による報告に示
された「三つの自立」（学びの自立、生活上の
自立、精神的な自立）が、どの程度小学校１年
生の入学時点においてできているのかについて
調べるものであり、小学校１年生担任を対象に
調査を行った。

以下、「三つの自立」それぞれのカテゴリー
に分類した上で、調査の結果を示す。

ここで言う、「三つの自立」の定義とは、2010
年の「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続
の在り方に関する調査研究協力者会議による報
告（pp.13）」に示された通りであり、以下のよ
うになる50）。

「学びの自立」…自分にとって興味・関心が
あり、価値があると感じられる活動を自ら
進んで行うとともに、人の話などをよく聞
いて、それを参考にして自分の考えを深め、
自分の思いや考えなどを適切な方法で表現
すること。

「生活上の自立」…生活上必要な習慣や技能
を身に付けて、身近な人々、社会及び自然
と適切にかかわり、自らよりよい生活を創
り出していくこと。

「精神的な自立」…自分のよさや可能性に気
付き、意欲や自信をもつことによって、現
在及び将来における自分自身の在り方に夢
や希望をもち、前向きに生活していくこと。

以下、自由記述による回答を示していく。な
お、記述は自由回答のため、カテゴリーの違う
記載は、カテゴリー別に分けて示してある。ま
た、１年生を歴任している教師は、過去の１年
生担任をした時代と現在とを比較して感じたこ
とを書いているものもある。

「学びの自立」
・  幼稚園、保育園とバラバラなところから入

学するので、授業のやり方や、生活の仕方
などを、ゆっくり丁寧に時間をかけて教え
ることが必要になると最近は感じている。

・  ４月に「なぜ勉強するのか」、「どうして45
分間座らなくてはならないのか」と、子ど
もたちは疑問に思っていた。１年生になる
前に、落ち着いて座ることと、人の話を聞
くことの二つが身についていれば、４月の
スタート時も良いものになると思う。

・  個人差と、就学前の教育の程度によって、
かなりの違いが出る。また、幼稚園や保育
園によっても差があるように思われる。

・  授業中に座れない、話を聞くことができな
い、じっとできないといった子が少なくな
く、教師の努力に加え、家庭にまでお願い
するかどうかを考える必要がある。

・  就学前の教育の状況によってかなり異な 
り、ひらがながまったく読めない子や、話
を聞こうとしない子、話を聞いても理解で
きない子など、個人差に対応する必要があ
る。

・  今までの遊び中心の園生活から、イスに座
って学習するという大変化に苦痛を感じ
る子どもたちが多い。座って、良い姿勢で、
話を聞くこと自体に苦労している。
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・  学習規律をつくり、それを丁寧に教えない
と身に付かない。

・  授業中に落ち着きのない子が、30人中10人
はおり、はじめの一週間は歩き回ってい
た。ただ、夏休み明けぐらいからルールや
規律が分かってきて落ち着いた。

・  集中力が極端に続かない子が、学級に３～
４割ほどいる。

・  自分のことで精一杯なので、周りが見えな
いことがあり、学習集団にするまでが大変
だなといつも感じています。

「生活上の自立」
・  生活上の自立の基礎は、感覚では15％ぐら

いの子が身に付けていると感じる。個人主
義的な考えの子どもが年々増加している
ように感じる。

・  トイレのマナーが身に付いていない子や、
和式ではできない子がいて、そういった生
活上の自立から教えていかなければなら
ない。

・  おはしをほとんど持ったことのない子など、
生活上身に付けておいてほしい習慣が身に
付いていない子に教えなくてはならない。

・  子ども同士のかかわりが少なく、「ありが
とう」、「ごめん」のやりとりが難しい。

・  トイレを済ませてから活動する、給食で好
き嫌いなく食べる、鉛筆を正しく持てる、

「くん、さん」をつけて名前を呼ぶ、返事
をする、挨拶をするといった習慣がない子
が少なくない。

・  １年生なりの自立があり、個人差はあるが、
集団として十分に高められると思う。

・  幼稚園や保育園で自律的な活動をしていた
場合は、小学校１年生でも、教師がいろい
ろと任せることで、力を発揮できていた。

・  集団生活を送る上で、順番を待つというの
は大切だが、「順番を待つ」ができない子
が多くいた。

・  食事やトイレで自立できていない子がいた
が、夏休みまでには少しずつできるように
なってくる。

・  初めての小学校ルールがわからず、困るこ
とはたくさんあるので、きちんと初めての
ことは教えて理解させれば、だんだんと自
分たちで行動できるようになる。

・  幼稚園と保育園を経験していない子ども
で、団体行動が半年近くできず、１年生が
終わる頃に他の子との協調が取れるよう
になるといったことがあった。また、幼稚
園によっては、「自主性を尊重する」とい
うことで、好きな時間に好きなことをさせ
ていて、その出身者は、他の子との協調が
うまくできなかった。

・  生活のリズムが整っていない、周りの様子
を把握できない子どもが大変多くなって
いると感じている。原因の一つに保護者の
生活が乱れている現状があるのではない
かと思っている。そして保護者へのアプロ
ーチが難しくなっている。

・  トイレがきちんとできない、集団の中に入
れない、自分の名前がかけないなど、個人
差が大きく、また保育園や幼稚園の育て方
によっても異なる。差は年々広がっている
ように感じる。

「精神的な自立」
・  幼稚園の年長の子どもは、幼稚園では、エ

ースとして活躍している。しかし、小学校
１年生になったとたん、赤ちゃん扱いされ
ているのが現状。ただし、「場所・時間・
集団」などの環境が大きくなる部分がある
ので、安心させながらゆっくりと小学校の
やり方をいけば自立はできると思う。

・  幼稚園では精神的に育っていても、小学校
では甘やかせる現状がある。

・  幼稚園や保育園では、最高学年として、つ
まり、リーダーとして、縦割り集団を引っ
張っている存在だった１年生なので、十分
に自立できている子はいると思う。ただ
し、幼稚園や保育園の方針によってかなり
の違いがある。

・  幼稚園や保育園の取り組みにとって、子ど
もの自立の度合いは大きく変わってくる。
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・  園の方針によって、自立の程度は大きく変
わってくる。幼児期にどんな環境で育って
きたのかも重要になる。自立できている子
は、何でも自分でしようとし、すぐにでき
る子が多い。反対に、何とかしようとせず、
立ちすくんでボーッとしているだけの子
もいる。

・  指示を待っていて、自分の考えで動くこと
はだめなことだと思っている子がいて、指
導が必要であった。

・  幼稚園ではできていたのに、小学校では教
師に頼ってしまうといったこともあるの
で、丁寧に指導するのはとても大事です
が、赤ちゃんにしてしまわないよう気を付
けたい。

・  だっこやおんぶ、抱きしめてと求めてくる
子が多く、ずっと手をつないでおいてほし
いなど、愛情を求めてくる子もいる。

・  自分を抑えられない子が増えてきている。
がまんすること、学校のルールを守ること
など、そういったことができない。

・  自己肯定感が低く、自信がない子どもが多
いと感じる。子どもにさせたら時間がかか
るから先回りして保護者がやるといった
環境で育ってきたら、自分でどうするかを
判断しなくなり、自分でどうしてほしいの
かを言わなくなってしまう。

７　考察
7.1　小１プロブレムに関する現代的な課題

小１プロブレムを起こさないよう、各自治体
が様々な取り組みを行っている。ところが、そ
れにも関わらず、小１プロブレムが起きている
現状がある。取り組みを進めている地域では一
定の成果が出ているが、取り組みが弱かったり、
連携不足だったりする地域では、依然として小
１プロブレムは問題となっていると言える。

小１プロブレムが起きている原因は、少しず
つ変わってきており、最近は、「特別支援を要
する子への問題」が出てきている。すなわち、
特別支援を要する子が学級に複数いる場合など
では、教師一人での対応が難しく、集団として

まとめきれない問題がある。集団行動が苦手な
特別支援を要する子や、グレーゾーンの子が学
級に多く所属している場合、学級を一つの集団
としてまとめていくことに困難さを抱えている
担任を支援する手立てが必要になるであろう。
また、授業中に、授業に集中できなかったり、
何らかの取り組みをしているときに常に支援を
求めてきたりする子どもが30人中10人程度の割
合で在籍している状況では、担任は学級全員を
把握することは極めて難しいと考えられる。具
体的な取り組みとして、仮クラスを設定し、子
どもの実態を把握してから、１年間固定の学級
を編成する取り組みも行われているものの、時
代とともに集団行動を取りにくい子どもや支援
を要する子どもが増えているのであれば、学級
のシステム自体をそれに合わしたものに変えて
いく必要があるだろう。

特別支援を要する子への引き継ぎは特に重要
になると考えられ、就学前教育と小学校教育の
機関同士で、情報交換を密にしていくことが求
められていると言える。

また、「家庭での教育が不足している問題」も、
大きくなってきている。特に、「鉛筆の持ち方」
や、「トイレの正しい使い方」などに代表され
るような躾が、家庭によってほとんどなされて
いない場合と、きちんと教えている場合との差
が広がってきていると考えられる。
「家庭での教育が不足している問題」から、「個

人主義的な考えをもっている児童が少なくない
こと」、「集団行動が正しくとれない児童が増え
てきていること」などの、問題も派生してきて
いると考えられる。

幼稚園や保育園と、小学校が連携を密にして
いたとしても、家庭での教育の影響は大きいも
のがあると考えられ、家庭である程度、社会性
を育てることや、生活習慣を育てること、道徳
やルールを教えることなどをしていないと、子
どもは小学校という大きな集団で生活する場で
は不適応を起こすことは想像に難くない。

7. 2　自立を意識した就学前教育と小学校教育
との連携のあり方
小１プロブレムを起こさず、小学校１年生が
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生き生きと小学校で過ごせるようにするととも
に、自立への資質を育てるための「就学前教育
と小学校教育との連携のあり方」について考察
していく。

アンケート調査の結果から、小学校で生活す
るための自立を身につけさせている保育所・幼
稚園と、そうでない保育所・幼稚園で、子ども
の自立の態度が著しく違っている実態が見えて
きた。自立を促すためには、「小学校１年生で、
どの程度まで自立できていたらよいのか」や、

「幼稚園で、どの程度まで自立できていたらよ
いのか」について、就学前教育と小学校教育の
機関で、大まかな目安を共通理解しておくのが
大切だと考えられる。

そのため、小学校教師は、まずは小学校でど
の程度までの自立を、どの学年までに達成して
おくのか、発達段階に即した自立の程度を意識
しておくことが必要であろう。

小学校６年間の自立への資質を、どこでどの
程度養えるかが決まれば、小学校１年生で、ど
の程度までできたらよいのかが決まってくるは
ずである。小学校１年生での自立の程度が決ま
れば、保育園や幼稚園でどの程度までできたら
よいのかも、考えやすいはずである。

小学校教師の実感として、幼稚園や保育園で
はリーダーとして精神的に自立していた子ども
たちが、小学校に入ると指示に従って動くとい
う受け身の姿勢になることが挙げられている。
せっかく自立の基礎を養うことができたのに、
小学校でそれが台無しになるようなことになっ
てはならない。連携を進めるには、就学前教育
でどの程度の自立を目指すのか、そして小学校
１年生で、就学前教育の成果を生かし、どの程
度までの自立を目指すのかをある程度共通理解
しておくことが必要であろう。

例えば、小学校教師の回答から、勉強面では、
話を聴く態度や姿勢、落ち着いて座るなどの基
本的な習慣ができていないと、授業の成立が難
しい旨が報告されている。こういった小学校で
必ず必要となる習慣を明らかにして、どの幼稚
園、保育園でも教えていくことが必要だと考え
る。さらに、「生活上の自立」では、集団生活
を送る上での自立の資質として、例えば、「順

番を待つ」、「謝罪や御礼を言う」、「挨拶をす
る」、「返事をする」などの基礎的な習慣を身に
付けることが必要となるであろう。同様に、「精
神的な自立」においても、「自分のことは自分
でやる」、「主体性を発揮する」など、就学前教
育の段階において、どの程度まで最低限身につ
けるべきなのかを考えなくてはならないと言え
る。

８　今後の展望と課題
小１プロブレムが問題となってから、20年近

くになり、多くの取り組みが各自治体で行われ
るようになった。その中で、小１プロブレムが
依然として起きているのには理由があり、その
理由は、少しずつ変化していると考えられる。

また、連携を進めているにも関わらず、小学
校教師からは、連携の難しさの指摘や、自立の
支援が就学前と小学校とで連続していないこと
への問題点が依然として挙げられている実態も
明らかとなった。

今後、就学前教育と小学校教育との連携を、
「自立」を視点としてデザインしていく必要が
あることと、家庭教育の不足の問題に、どのよ
うにアプローチしていけばよいのかの調査・研
究が必要になってくると考えられる。

また、特別支援を要する子が学級に多く在籍
する場合の、担任を支援するシステムについて
も検討することが必要になるであろう。

小学校の生活と幼稚園や保育園との生活は、
環境が異なることから、ある程度の段差がある
ことは否めないが、それでも、家庭教育の充実
が図られている場合や、就学前教育と小学校教
育の連携が図られている場合は、ほとんど不適
応を起こさないどころか、入学してきた１年生
が生き生きと生活できているという小学校教師
からの報告もある。

小１プロブレムの解決を、学校だけに任せる
のは自ずと限界があると考えられる。家庭教育
の支援も含め、今後、どのような具体的なアプ
ローチの仕方があるのかを明らかにしなくては
ならないだろう。
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Abstract

A study on the significance and problems in the 
cooperation between preschool programs and elementary 

schools: Focusing on “the first-grade problem in 
elementary schools”

OMAE, Akimasa

Children develop continuously as they move from preschool to school age. However, the 
educational concepts of a kindergarten and an elementary school differ, and a common problem 
is that first graders in elementary school are not well adapted to school life. In response to 
“the first-grade problem in elementary schools,” schools have taken measures to establish 
cooperation. However, some first graders are still not well adapted to the school environment.

To address this problem, this study investigated the difficulties facing first graders as 
they adapt to elementary school for the first time. Moreover, the difficulty of demanding 
independence from first graders was investigated.

The investigation showed that first grade is difficult for students because elementary 
school follows a different educational plan than kindergarten or nursery school and students 
have not received training at home. Furthermore, since kindergartens, nursery schools, and 
elementary schools do not share a plan for teaching students to be independent, the actual 
conditions of education prior to elementary school do not adequately prepare first graders for 
being independent in elementary school. 

Future work should address the topic of creating a shared educational plan for encouraging 
children’s independence by elementary school. Moreover, research may be needed on how to 
approach the weakness of home training.

Keywords:  First-grade problem, professional development of teachers, teacher training 
programs 


